
非正規雇用労働者の正規転換等の事例

○労使の話し合いを通じて正規転換が図られた事例や、人材育成等の観点から無期雇用化が図られた事例
がある。

図表33

35資料：河西宏祐「全契約社員の正社員化」、厚生労働省『「多様な形態による正社員」に関する研究会報告書 ヒアリング好事例』に基づき作成。

【背景】
○ 経営合理化のため、人件費抑制を目指し、新規
採用者を契約社員に限定。契約社員が増加し続
け、新制度導入前は全従業員の４分の１が契約社
員。
○ 運転業務など、正社員と契約社員の業務内容は
ほぼ同一。
○ 契約社員としての採用は、多数の応募者が集ま
らないとともに、離職者が増加。

【正規転換等の方法】
○ 労使の話し合いを通じて、全契約社員を正社員
化。また、若年正社員に不利な賃金制度を改革。
○ 契約社員・若年正社員の賃金を引上げるととも
に、中高年正社員の賃金を10年間かけて緩やかに
減額する賃金制度を導入。
○ 定年を60歳から65歳に延長。職責に応じて、
管理職の給与を引上げ。
○ 契約社員・若年正社員の賃金引上げのため、労
働側は中高年正社員の賃金の減額に応じるととも
に、経営側は人件費総額の増加分を負担。

◎事例Ａ（鉄道・バス運行業） ◎事例Ｂ（雑貨専門店チェーン）

【背景】
○ 全社員のうち80～85％が半年契約のパートで
あり、１年で約半数が退職。平均勤続年数は２年
弱にとどまり、従業員の知識や技術の習熟が不十
分に。
○ 無期労働契約の社員と差がないパートタイム社
員や契約社員が存在。
○ 労働者の就労価値観が多様化し、ワークライフ
バランスへの配慮が必要になった。

【正規転換等の方法】
○ パートタイム社員・契約社員と無期労働契約を
締結し、勤務地・労働時間を限定する正社員とし
た。
・ 職能資格級的な体系に編成。労働時間を20
～40時間で選択。

・ リーダー以外は勤務先店舗の変更なし。リー
ダーは「転居を伴わない異動のみ」を選択可
能。

○ 勤務地非限定であれば、能力・意欲に応じて、
リーダーより上の階級にステップアップ可能。
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多様な正社員について

○多様な正社員は、非正規雇用労働者に比べて、賃金水準が一般の正社員により近く、教育訓練の機会も
一般の正社員と同水準である場合が多い。また、多様な正社員は「雇用が安定している」「遠方への転勤の心
配が無い」というメリットを感じている者が多く、一般の正社員・非正社員双方と同様のメリットを感じている。

図表34

※平成２５年１１月５日開催 経済の好循環実現に向けた政労使会議（第３回会合） 高橋進日本総合研究所理事長提出資料 36
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資料出所：厚生労働省「多様な形態による正社員」に関する企業アンケート調査（平成24年）
注１：上図は、多様な正社員・非正社員のいずれも雇用している企業についてのデータ
注２：下の２図は、いわゆる正社員及び多様な正社員の雇用区分を持つ企業についてのデータ
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多様な正社員を活用したキャリア・アップ 図表35

○多様な正社員を雇用している企業のうち、約40％は非正社員から多様な正社員への転換制度又は慣行が
あり、約30％は転換実績がある。また、同企業のうち、約70％は多様な正社員から一般の正社員への転換制
度があり、そのうち約70％は転換実績がある。



男女別、自己啓発の有無別、
正規雇用転換率

◎正規雇用移行を支援する機関

①ハローワーク

②キャリアアップハローワーク：派遣等の非正規雇用労働者に
対し、担当制による職業相談・職業紹介等を実施。

③わかものハローワーク

◎企業への助成措置等による正規雇用移行の支援

①ジョブ・カード制度を活用した雇用型訓練

②キャリアアップ助成金：非正規雇用労働者に対して正規雇用
への転換、人材育成などを行った事業主に対して助成。

③トライアル雇用：奨励金を支給し、一定期間の試行的な雇用
を通じた正規雇用への移行を支援。

④学卒未就職者に対する「紹介予定派遣」を活用した正社員就
職支援（平成26年度予算案に概算要求）

◎正規雇用移行支援のための法制度による対応

①労働契約法の改正：有期労働契約の無期雇用への転換

②労働者派遣法の改正：一定の有期雇用の派遣労働者につ
き、無期雇用への転換推進措置を努力義務化。
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資料出所：樋口美雄「日本の貧困動態と非正規労働者の正規雇用化：最低賃金と能力開発支援
の経済効果」『現代経済学の潮流2013』（小川・神取・白路・芹澤編）、2013年

注：分析対象はt‐1期前に非正規雇用で就業していた59歳以下の男女であり、t期に自己啓発を実
施するかどうかを決定する。

非正規雇用労働者のキャリア・アップに向けた政府の取組 図表36

○自己啓発を実施している場合の方が正規雇用転換率が高い。このため、キャリア・アップに向けた取組を支
援することが重要。
○政府においても、正規雇用移行支援のための措置が行われている。

※平成２５年１１月５日開催 経済の好循環実現に向けた政労使会議（第３回会合） 樋口美雄慶應義塾大学教授提出資料
38
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就職内定率
大学：９３．９％ （平成２5年４月１日）
高校 ：９７．６％ （平成２5年３月末）

合計

大学等

高校

（各年3月卒）（資料出所） 「大学等卒業者の就職状況調査」（厚生労働省・文部科学省）及び「職業安定業務統計」（厚生労働省）
※ 数値は就職希望者のうち、就職先が決定していない者（大学等については４月1日時点、高校については3月末時点）

未就職卒業者数の推移 図表37

○就職希望者のうち、就職が決まらないまま卒業する者が約４．２万人存在。
【新規大卒者等(4月1日現在)】就職希望者のうち、内定が得られていない者：３．８万人（前年同期０．５万人減）
【新規高卒者(3月末現在）)】 就職希望者のうち、内定が得られていない者：０．４万人（前年同期０．１万人減）
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（万人）



非正規雇用の防止・失業なき労働移動の事例

○非正規雇用防止のために企業が取り組んでいる事例や、失業なき労働移動を実現するために公益財団法
人が取り組んでいる事例がある。

図表38
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